
本件は、控訴人ら（一審原告ら。X1、X2）が、ツイッター上の

氏名不詳者によるツイート（本件ツイート。なお、本件では２つの

ツイートが問題となりましたが、1つのツイートのみご紹介しま

す。）に添付された他人のツイートのスクリーンショット画像（本

件投稿画像）に控訴人らが著作権を有する控訴人X1のプロ

フィール画像（本件控訴人プロフィール画像）が含まれていた

ことから、かかるツイートが控訴人らの著作権（送信可能化権）

及び名誉権を侵害するとして、経由プロバイダである被控訴人

（一審被告）に対し、プロバイダ責任制限法４条１項に基づき、

発信者情報の開示を求めた事案です。

本件の主たる争点は権利侵害の明白性（プロバイダ責任制

限法４条１項１号）です。著作権侵害については、本件控訴人プ

ロフィール画像の著作物性や本件控訴人プロフィール画像を

含むスクリーンショット画像の添付についての「引用」（著作権

法３２条１項）該当性が争われましたが、この中でも、本稿では、

「引用」該当性に対する知財高裁の判断をご紹介します。

なお、原審は、被控訴人はプロバイダ責任制限法４条１項所

定の「開示関係役務提供者」に当たらないことを理由に請求を

棄却しており、著作権法上の判断はされませんでした。

１　本件ツイートの内容

「本件ツイートは、ユーザー名「Ａ」の本件アカウントにおい

て、令和２年６月２９日午後５時４５分に、「Ｘ１̓さん（Ｘ１̓ ʼ）」「Ｄ

Ｍ画像捏造してまで友人を悪人に仕立て上げるのやめてくれ

ませんかね？」「捏造したところで信用の問題で誰も信じないと

は思いますけど」「そんなクソＤＭ直に送るような人でもないん

ですよ、あんたと違って」という文章を付して、控訴人Ｘ１が同日

午後３時０１分に投稿したツイートをリツイートするとともに、同

ツイート及びこれに対するリプライとして投稿された２件のツ

イートをスクリーンショットとして撮影した画像（本件投稿画像）

を合わせて投稿されたものである。本件投稿画像には、控訴人

Ｘ１が投稿した３件のツイートが含まれており、各ツイートのアイ

コンとして本件控訴人プロフィール画像が掲載されていること

から、本件投稿画像には、本件控訴人プロフィール画像が３か

所において掲載されている。」

２　本件控訴人プロフィール画像の内容

「控訴人Ｘ２が撮影した写真に、控訴人Ｘ１が、その被写体で

ある自らの顔部分に作画を加えて作成したもの」

3　「引用」該当性

（１）判断基準

　「適法な「引用」に当たるには、①公正な慣行に合致し、②

報道、批評、研究その他の引用の目的上正当な範囲内で行

われるものでなければならない（著作権法３２条１項）。」

（２）「引用」該当性

　「本件ツイートにおいては、「Ｘ１̓さん」「ＤＭ画像捏造して

まで友人を悪人に仕立てあげるのやめてくれませんか

ね？」との文言と共に本件投稿画像が投稿されているとこ

ろ、「Ｘ１̓」は控訴人Ｘ１の旧姓であるから、同ツイートは、控

訴人Ｘ１が「ＤＭ画像を捏造した」という行為を批判するた

めに、控訴人Ｘ１が捏造した画像として、本件投稿画像を合

わせて示したものと推認され、本件投稿画像を付した目的

は、控訴人Ｘ１が「ＤＭ画像を捏造」してこれをツイートした

行為を批評することにあると認められる。

　　上記控訴人Ｘ１の行為を批評するために、控訴人Ｘ１ の

ツイートに手を加えることなくそのまま示すことは、客観性が

担保されているということができ、本件ツイートの読者をし

て、批評の対象となったツイートが、誰の投稿によるもので

あるか、また、その内容を正確に理解することができるから、

批評の妥当性を検討するために資するといえる。また、本件

控訴人プロフィール画像は、ツイートにアイコンとして付され

ているものであるところ、本件ツイートにおいて、控訴人Ｘ１

のツイートをそのまま示す目的を超えて本件控訴人プロ

フィール画像が利用されているものではない。そうすると、控

訴人Ｘ１のツイートを、アイコン画像を含めてそのままスク

リーンショットに撮影して示すことは、批評の目的上正当な

範囲内での利用であるということができる。」

　「次に、…画像をキャプチャしてシェアするという手法が、

情報を共有する際に一般に行われている手法であると認

められることに照らすと、本件ツイートにおける本件控訴人

プロフィール画像の利用は、公正な慣行に合致するものと

認めるのが相当である。」

　「控訴人らは、本件投稿画像の分量が本件ツイートの本

文の分量と同等であり、主従関係にないから、引用に当た

らないと主張するが、仮に「引用」に該当するために主従関

係があることを要すると解したとしても、主従関係の有無は

分量のみをもって確定されるものではなく、分量や内容を総

合的に考慮して判断するべきである。本件では、本件投稿

画像ではなく、本件控訴人プロフィール画像と本件ツイート

の本文の分量を比較すべきである上、本件投稿画像は、本

件ツイートの本文の内容を補足説明する性質を有するもの

として利用されているといえることから、控訴人らの上記主

張は採用できない。」

　「控訴人らは、引用リツイートではなくスクリーンショットに

よることは、ツイッター社の方針に反するものであって、公正

な慣行に反すると主張する。しかしながら、そもそもツイッ

ターの運営者の方針によって直ちに引用の適法性が左右さ

れるものではない上、スクリーンショットの投稿がツイッター

の利用規約に違反するなどの事情はうかがえない。そして、

批評対象となったツイートを示す手段として引用リツイート

のみによったのでは、元のツイートが変更されたり削除され

た場合には、引用リツイートにおいて表示される内容も変更

されたり削除されることから、読者をして、批評の妥当性を

検討することができなくなるおそれがあるところ、スクリーン

ショットを添付することで、このような場合を回避することが

できる。…控訴人らの上記主張は採用できない。」

　「したがって、本件ツイートにおける本件控訴人プロフィー

ル画像の利用について、控訴人らの著作権侵害が明白で

あるとはいえない。」

他人のツイートのスクリーンショット画像を添付したツイート

による著作権侵害の成否が争点となった別の裁判例として「引

用」該当性を否定した東京地裁令和３年１２月１０日判決（「令

和３年判決」）があります。令和３年判決では、「引用」該当性を

否定する理由の中で、他人のツイートのスクリーンショット画像

を添付してツイートをする行為がツイッターの規約に違反する

ことを指摘し、公正な慣行に合致しないと判断していました。し

かし、ツイッターの利用規約に反することが公正な慣行に合致

しないことに直結するわけではありませんし、そもそも、ツイッ

ターの利用規約上、引用リツイートの方法を定めているからと

いって、直ちに、それ以外の方法（すなわち、ツイートのスクリー

ンショット画像の添付）による他人のツイートの複製が利用規

約違反になるとも言い難いように思います。本判決は、この点、

適切に判断がなされており、結論として妥当な判断であったと

いえます。

本判決は事例判断ではありますが、「引用」該当性判断の一

例として実務上も参考となり得ることから紹介した次第です。

判例の解説ポイント

他人のツイートのスクリーンショット画像を
添付したツイートについて「引用」該当性を
肯定し適法と判断した事例
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法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所で
す。東京、大阪、名古屋、海外は上海にオフィスを構えており、主に企業法務
を中心とした法的サービスを提 供しております。本ニュースレターの内容
は、一般的な情報提供に止まるものであり、個別具体的なケースに関する
法的アドバイスを想定したものではありません。本ニュースレターの内容に
つきましては、一切の責任を負わないものとさせて頂きます。法律・裁判例
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他人のツイートのスクリーンショット画像を添付したツイートについて
「引用」該当性を肯定し適法と判断した事例

本件は、控訴人ら（一審原告ら。X1、X2）が、ツイッター上の

氏名不詳者によるツイート（本件ツイート。なお、本件では２つの

ツイートが問題となりましたが、1つのツイートのみご紹介しま

す。）に添付された他人のツイートのスクリーンショット画像（本

件投稿画像）に控訴人らが著作権を有する控訴人X1のプロ

フィール画像（本件控訴人プロフィール画像）が含まれていた

ことから、かかるツイートが控訴人らの著作権（送信可能化権）

及び名誉権を侵害するとして、経由プロバイダである被控訴人

（一審被告）に対し、プロバイダ責任制限法４条１項に基づき、

発信者情報の開示を求めた事案です。

本件の主たる争点は権利侵害の明白性（プロバイダ責任制

限法４条１項１号）です。著作権侵害については、本件控訴人プ

ロフィール画像の著作物性や本件控訴人プロフィール画像を

含むスクリーンショット画像の添付についての「引用」（著作権

法３２条１項）該当性が争われましたが、この中でも、本稿では、

「引用」該当性に対する知財高裁の判断をご紹介します。

なお、原審は、被控訴人はプロバイダ責任制限法４条１項所

定の「開示関係役務提供者」に当たらないことを理由に請求を

棄却しており、著作権法上の判断はされませんでした。

１　本件ツイートの内容

「本件ツイートは、ユーザー名「Ａ」の本件アカウントにおい

て、令和２年６月２９日午後５時４５分に、「Ｘ１̓さん（Ｘ１̓ ʼ）」「Ｄ

Ｍ画像捏造してまで友人を悪人に仕立て上げるのやめてくれ

ませんかね？」「捏造したところで信用の問題で誰も信じないと

は思いますけど」「そんなクソＤＭ直に送るような人でもないん

ですよ、あんたと違って」という文章を付して、控訴人Ｘ１が同日

午後３時０１分に投稿したツイートをリツイートするとともに、同

ツイート及びこれに対するリプライとして投稿された２件のツ

イートをスクリーンショットとして撮影した画像（本件投稿画像）

を合わせて投稿されたものである。本件投稿画像には、控訴人

Ｘ１が投稿した３件のツイートが含まれており、各ツイートのアイ

コンとして本件控訴人プロフィール画像が掲載されていること

から、本件投稿画像には、本件控訴人プロフィール画像が３か

所において掲載されている。」

２　本件控訴人プロフィール画像の内容

「控訴人Ｘ２が撮影した写真に、控訴人Ｘ１が、その被写体で

ある自らの顔部分に作画を加えて作成したもの」

3　「引用」該当性

（１）判断基準

　「適法な「引用」に当たるには、①公正な慣行に合致し、②

報道、批評、研究その他の引用の目的上正当な範囲内で行

われるものでなければならない（著作権法３２条１項）。」

（２）「引用」該当性

　「本件ツイートにおいては、「Ｘ１̓さん」「ＤＭ画像捏造して

まで友人を悪人に仕立てあげるのやめてくれませんか

ね？」との文言と共に本件投稿画像が投稿されているとこ

ろ、「Ｘ１̓」は控訴人Ｘ１の旧姓であるから、同ツイートは、控

訴人Ｘ１が「ＤＭ画像を捏造した」という行為を批判するた

めに、控訴人Ｘ１が捏造した画像として、本件投稿画像を合

わせて示したものと推認され、本件投稿画像を付した目的

は、控訴人Ｘ１が「ＤＭ画像を捏造」してこれをツイートした

行為を批評することにあると認められる。

　　上記控訴人Ｘ１の行為を批評するために、控訴人Ｘ１ の

ツイートに手を加えることなくそのまま示すことは、客観性が

担保されているということができ、本件ツイートの読者をし

て、批評の対象となったツイートが、誰の投稿によるもので

あるか、また、その内容を正確に理解することができるから、

批評の妥当性を検討するために資するといえる。また、本件
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P R O F I L E はこちら

知財高裁（第2部）令和4年11月2日判決（令和4年（ネ）第10044号）裁判所ウェブサイト〔ツイートスクリーンショット画像引用事件〕
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判例 控訴人プロフィール画像は、ツイートにアイコンとして付され

ているものであるところ、本件ツイートにおいて、控訴人Ｘ１

のツイートをそのまま示す目的を超えて本件控訴人プロ

フィール画像が利用されているものではない。そうすると、控

訴人Ｘ１のツイートを、アイコン画像を含めてそのままスク

リーンショットに撮影して示すことは、批評の目的上正当な

範囲内での利用であるということができる。」

　「次に、…画像をキャプチャしてシェアするという手法が、

情報を共有する際に一般に行われている手法であると認

められることに照らすと、本件ツイートにおける本件控訴人

プロフィール画像の利用は、公正な慣行に合致するものと

認めるのが相当である。」

　「控訴人らは、本件投稿画像の分量が本件ツイートの本

文の分量と同等であり、主従関係にないから、引用に当た

らないと主張するが、仮に「引用」に該当するために主従関

係があることを要すると解したとしても、主従関係の有無は

分量のみをもって確定されるものではなく、分量や内容を総

合的に考慮して判断するべきである。本件では、本件投稿

画像ではなく、本件控訴人プロフィール画像と本件ツイート

の本文の分量を比較すべきである上、本件投稿画像は、本

件ツイートの本文の内容を補足説明する性質を有するもの

として利用されているといえることから、控訴人らの上記主

張は採用できない。」

　「控訴人らは、引用リツイートではなくスクリーンショットに

よることは、ツイッター社の方針に反するものであって、公正

な慣行に反すると主張する。しかしながら、そもそもツイッ

ターの運営者の方針によって直ちに引用の適法性が左右さ

れるものではない上、スクリーンショットの投稿がツイッター

の利用規約に違反するなどの事情はうかがえない。そして、

批評対象となったツイートを示す手段として引用リツイート

のみによったのでは、元のツイートが変更されたり削除され

た場合には、引用リツイートにおいて表示される内容も変更

されたり削除されることから、読者をして、批評の妥当性を

検討することができなくなるおそれがあるところ、スクリーン

ショットを添付することで、このような場合を回避することが

できる。…控訴人らの上記主張は採用できない。」

　「したがって、本件ツイートにおける本件控訴人プロフィー

ル画像の利用について、控訴人らの著作権侵害が明白で

あるとはいえない。」

他人のツイートのスクリーンショット画像を添付したツイート

による著作権侵害の成否が争点となった別の裁判例として「引

用」該当性を否定した東京地裁令和３年１２月１０日判決（「令

和３年判決」）があります。令和３年判決では、「引用」該当性を

否定する理由の中で、他人のツイートのスクリーンショット画像

を添付してツイートをする行為がツイッターの規約に違反する

ことを指摘し、公正な慣行に合致しないと判断していました。し

かし、ツイッターの利用規約に反することが公正な慣行に合致

しないことに直結するわけではありませんし、そもそも、ツイッ

ターの利用規約上、引用リツイートの方法を定めているからと

いって、直ちに、それ以外の方法（すなわち、ツイートのスクリー

ンショット画像の添付）による他人のツイートの複製が利用規

約違反になるとも言い難いように思います。本判決は、この点、

適切に判断がなされており、結論として妥当な判断であったと

いえます。

本判決は事例判断ではありますが、「引用」該当性判断の一

例として実務上も参考となり得ることから紹介した次第です。
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本件は、控訴人ら（一審原告ら。X1、X2）が、ツイッター上の

氏名不詳者によるツイート（本件ツイート。なお、本件では２つの

ツイートが問題となりましたが、1つのツイートのみご紹介しま

す。）に添付された他人のツイートのスクリーンショット画像（本

件投稿画像）に控訴人らが著作権を有する控訴人X1のプロ

フィール画像（本件控訴人プロフィール画像）が含まれていた

ことから、かかるツイートが控訴人らの著作権（送信可能化権）

及び名誉権を侵害するとして、経由プロバイダである被控訴人

（一審被告）に対し、プロバイダ責任制限法４条１項に基づき、

発信者情報の開示を求めた事案です。

本件の主たる争点は権利侵害の明白性（プロバイダ責任制

限法４条１項１号）です。著作権侵害については、本件控訴人プ

ロフィール画像の著作物性や本件控訴人プロフィール画像を

含むスクリーンショット画像の添付についての「引用」（著作権

法３２条１項）該当性が争われましたが、この中でも、本稿では、

「引用」該当性に対する知財高裁の判断をご紹介します。

なお、原審は、被控訴人はプロバイダ責任制限法４条１項所

定の「開示関係役務提供者」に当たらないことを理由に請求を

棄却しており、著作権法上の判断はされませんでした。

１　本件ツイートの内容

「本件ツイートは、ユーザー名「Ａ」の本件アカウントにおい

て、令和２年６月２９日午後５時４５分に、「Ｘ１̓さん（Ｘ１̓ ʼ）」「Ｄ

Ｍ画像捏造してまで友人を悪人に仕立て上げるのやめてくれ

ませんかね？」「捏造したところで信用の問題で誰も信じないと

は思いますけど」「そんなクソＤＭ直に送るような人でもないん

ですよ、あんたと違って」という文章を付して、控訴人Ｘ１が同日

午後３時０１分に投稿したツイートをリツイートするとともに、同

ツイート及びこれに対するリプライとして投稿された２件のツ

イートをスクリーンショットとして撮影した画像（本件投稿画像）

を合わせて投稿されたものである。本件投稿画像には、控訴人

Ｘ１が投稿した３件のツイートが含まれており、各ツイートのアイ

コンとして本件控訴人プロフィール画像が掲載されていること

から、本件投稿画像には、本件控訴人プロフィール画像が３か

所において掲載されている。」

２　本件控訴人プロフィール画像の内容

「控訴人Ｘ２が撮影した写真に、控訴人Ｘ１が、その被写体で

ある自らの顔部分に作画を加えて作成したもの」

3　「引用」該当性

（１）判断基準

　「適法な「引用」に当たるには、①公正な慣行に合致し、②

報道、批評、研究その他の引用の目的上正当な範囲内で行

われるものでなければならない（著作権法３２条１項）。」

（２）「引用」該当性

　「本件ツイートにおいては、「Ｘ１̓さん」「ＤＭ画像捏造して

まで友人を悪人に仕立てあげるのやめてくれませんか

ね？」との文言と共に本件投稿画像が投稿されているとこ

ろ、「Ｘ１̓」は控訴人Ｘ１の旧姓であるから、同ツイートは、控

訴人Ｘ１が「ＤＭ画像を捏造した」という行為を批判するた

めに、控訴人Ｘ１が捏造した画像として、本件投稿画像を合

わせて示したものと推認され、本件投稿画像を付した目的

は、控訴人Ｘ１が「ＤＭ画像を捏造」してこれをツイートした

行為を批評することにあると認められる。

　　上記控訴人Ｘ１の行為を批評するために、控訴人Ｘ１ の

ツイートに手を加えることなくそのまま示すことは、客観性が

担保されているということができ、本件ツイートの読者をし

て、批評の対象となったツイートが、誰の投稿によるもので

あるか、また、その内容を正確に理解することができるから、

批評の妥当性を検討するために資するといえる。また、本件

控訴人プロフィール画像は、ツイートにアイコンとして付され

ているものであるところ、本件ツイートにおいて、控訴人Ｘ１

のツイートをそのまま示す目的を超えて本件控訴人プロ

フィール画像が利用されているものではない。そうすると、控

訴人Ｘ１のツイートを、アイコン画像を含めてそのままスク

リーンショットに撮影して示すことは、批評の目的上正当な

範囲内での利用であるということができる。」

　「次に、…画像をキャプチャしてシェアするという手法が、

情報を共有する際に一般に行われている手法であると認

められることに照らすと、本件ツイートにおける本件控訴人

プロフィール画像の利用は、公正な慣行に合致するものと

認めるのが相当である。」

　「控訴人らは、本件投稿画像の分量が本件ツイートの本

文の分量と同等であり、主従関係にないから、引用に当た

らないと主張するが、仮に「引用」に該当するために主従関

係があることを要すると解したとしても、主従関係の有無は

分量のみをもって確定されるものではなく、分量や内容を総

合的に考慮して判断するべきである。本件では、本件投稿

画像ではなく、本件控訴人プロフィール画像と本件ツイート

の本文の分量を比較すべきである上、本件投稿画像は、本

件ツイートの本文の内容を補足説明する性質を有するもの

として利用されているといえることから、控訴人らの上記主

張は採用できない。」

　「控訴人らは、引用リツイートではなくスクリーンショットに

よることは、ツイッター社の方針に反するものであって、公正

な慣行に反すると主張する。しかしながら、そもそもツイッ

ターの運営者の方針によって直ちに引用の適法性が左右さ

れるものではない上、スクリーンショットの投稿がツイッター

の利用規約に違反するなどの事情はうかがえない。そして、

批評対象となったツイートを示す手段として引用リツイート

のみによったのでは、元のツイートが変更されたり削除され

た場合には、引用リツイートにおいて表示される内容も変更

されたり削除されることから、読者をして、批評の妥当性を

検討することができなくなるおそれがあるところ、スクリーン

ショットを添付することで、このような場合を回避することが

できる。…控訴人らの上記主張は採用できない。」

　「したがって、本件ツイートにおける本件控訴人プロフィー

ル画像の利用について、控訴人らの著作権侵害が明白で

あるとはいえない。」

他人のツイートのスクリーンショット画像を添付したツイート

による著作権侵害の成否が争点となった別の裁判例として「引

用」該当性を否定した東京地裁令和３年１２月１０日判決（「令

和３年判決」）があります。令和３年判決では、「引用」該当性を

否定する理由の中で、他人のツイートのスクリーンショット画像

を添付してツイートをする行為がツイッターの規約に違反する

ことを指摘し、公正な慣行に合致しないと判断していました。し

かし、ツイッターの利用規約に反することが公正な慣行に合致

しないことに直結するわけではありませんし、そもそも、ツイッ

ターの利用規約上、引用リツイートの方法を定めているからと

いって、直ちに、それ以外の方法（すなわち、ツイートのスクリー

ンショット画像の添付）による他人のツイートの複製が利用規

約違反になるとも言い難いように思います。本判決は、この点、

適切に判断がなされており、結論として妥当な判断であったと

いえます。

本判決は事例判断ではありますが、「引用」該当性判断の一

例として実務上も参考となり得ることから紹介した次第です。
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今回取り上げる判例は、ツイッターでのツイートが、著作権法

32条1項の引用に該当し、著作権侵害ではないとされた事例

です。舞台がツイッターであることからご想像いただける通り、

この判決の事案は、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責

任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」、いわゆるプ

ロバイダ責任制限法に基づく発信者情報開示請求訴訟です。

この事案では、確かに２件のツイートによる著作権侵害は認め

られなかったのですが、まったく同じツイートについて名誉権

侵害が認められ、経由プロバイダに対して、ツイート投稿時に

近接する時期のIPアドレス等の開示請求が認められました。

そのため、著作権の侵害が認められなかったとしても、本訴訟

を提起した原告の目的はある程度達成されたと言えるかもし

れません。

本判決は昨年11月の判断ですが、実は、判決直前の昨年

10月1日に大改正されたプロバイダ責任制限法が施行されて

います。そこで、本稿では、改正されたプロバイダ責任制限法

について若干ご紹介します（以下条文は改正後の新法のもの

です。）。

インターネット上には、著作権や商標権といった知的財産権

を侵害する情報のみならず、プライバシーや名誉権を侵害する

ものなど、様々な権利を侵害する情報が存在しています。

プロバイダ責任制限法は、大きく、侵害情報を発信するため

に発信者が利用しているプロバイダ（この中には、ツイッターの

コンテンツプロバイダと、侵害者がインターネットにアクセスす

るために使用している経由プロバイダの双方が含まれます。）

の責任を一定の場合に限定する条文（3条等、法律の略称は

ここから来ています。）と、被侵害者がプロバイダに対して発信

者の情報を開示するように定める条文（5条等）で成り立ってい

ます。

今回の改正は、もっぱら後者の発信者情報開示に関するも

のであり、大きく、①発信者情報開示のための新たな手続の創

設と、②開示請求の対象となる情報の範囲の見直しを含んで

います。いずれも、被侵害者の権利行使を行いやすくする改正

です。

本稿では、特に①の新たな手続の点について解説します。ま

ず、前提としてプロバイダ責任制限法5条は、被侵害者が、プロ

バイダに対して侵害情報の発信者を開示するように求める実

体的な請求権を与えています。これは旧法でも新法でも変わり

がありません。したがって、被侵害者はプロバイダに対して、裁

判所の手続を経ることなく開示請求をすることもできるのです

が、これに応じるプロバイダは多くないとされています（総務省

「発信者情報開示の在り方に関する研究会 最終とりまとめ」

（2020年））。プロバイダが発信者を開示しない場合、旧法では

訴訟手続をとることになります。その際、被侵害者は、一般的

に、①まずコンテンツプロバイダに対して、発信者情報開示仮

処分を申立て、発信者がコンテンツプロバイダに対してアクセ

スする際のIPアドレス等の開示を受け、②その情報をもとに特

定した経由プロバイダに対して、発信者情報開示請求訴訟を

提起して発信者の氏名住所等を特定し、さらに、③開示された

氏名住所等を用いて、当該発信者に損害賠償請求訴訟を提

起する、という3段階の手続を経る必要がありました（図１）。

本判決は、この3段階のうちの2段階目、すなわち、被侵害者

が経由プロバイダに対して行った発信者情報開示請求訴訟で

す。したがって、原告は、実際に権利を実現するためには、本判

決の結果開示された発信者の氏名住所等を用いて、さらに損

害賠償請求等をする必要があります。

改正法では、上記の手続を残しつつ、新たな手続が創設さ

れました。それが発信者情報開示命令（8条）の制度です。この

制度は、訴訟ではなく非訟と呼ばれる手続であり、開示命令、

提供命令、消去禁止命令という3つの命令を組み合わせること

で、改正前よりも簡易に被侵害者の権利を実現できるように工

夫されています（図１）。

改正法における具体的な非訟手続の流れは図2の通りで

す。被侵害者は、まずコンテンツプロバイダに対して開示命令

判例の解説ポイント
P R O F I L E はこちら

を申し立てます。この時、提供命令（15条）を同時に申し立てる

ことができます。裁判所が提供命令を認めた場合には、コンテ

ンツプロバイダは、被侵害者にコンテンツプロバイダの名称等

を開示します。被侵害者は、開示された名称等をもとに、経由プ

ロバイダに対して開示命令（8条）を申し立てます。この経由プ

ロバイダに対する開示命令は、コンテンツプロバイダに対する

開示命令と併合して審理されます。さらに、被侵害者が、経由

プロバイダに対して開示命令を申し立てると、提供命令を受け

たコンテンツプロバイダは、経由プロバイダに対して、被侵害者

には秘密のまま発信者の情報を提供します。これによって、経

由プロバイダは誰の情報が問題となっているかを知ることがで

きます。他方で、被侵害者は、経由プロバイダに対して、消去禁

止命令（16条）を申し立てることによって、アクセスログが消さ

れることを防止することができます。最終的に開示命令が認め

られれば、被侵害者は、コンテンツプロバイダ及び経由プロバ

イダの両方から発信者情報の提供を受け、これに基づき発信

者に損害賠償請求訴訟等を提起することができます。

このように、旧法では権利実現までに3段階の裁判手続が必

要であったものが、新法では非訟と訴訟の2段階で権利が実

現できることから、権利救済が進むことが期待されています。

黒 田  佑 輝
Yuki Kuroda
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今回取り上げる判例は、ツイッターでのツイートが、著作権法

32条1項の引用に該当し、著作権侵害ではないとされた事例

です。舞台がツイッターであることからご想像いただける通り、

この判決の事案は、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責

任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」、いわゆるプ

ロバイダ責任制限法に基づく発信者情報開示請求訴訟です。

この事案では、確かに２件のツイートによる著作権侵害は認め

られなかったのですが、まったく同じツイートについて名誉権

侵害が認められ、経由プロバイダに対して、ツイート投稿時に

近接する時期のIPアドレス等の開示請求が認められました。

そのため、著作権の侵害が認められなかったとしても、本訴訟

を提起した原告の目的はある程度達成されたと言えるかもし

れません。

本判決は昨年11月の判断ですが、実は、判決直前の昨年

10月1日に大改正されたプロバイダ責任制限法が施行されて

います。そこで、本稿では、改正されたプロバイダ責任制限法

について若干ご紹介します（以下条文は改正後の新法のもの

です。）。

インターネット上には、著作権や商標権といった知的財産権

を侵害する情報のみならず、プライバシーや名誉権を侵害する

ものなど、様々な権利を侵害する情報が存在しています。

プロバイダ責任制限法は、大きく、侵害情報を発信するため

に発信者が利用しているプロバイダ（この中には、ツイッターの

コンテンツプロバイダと、侵害者がインターネットにアクセスす

るために使用している経由プロバイダの双方が含まれます。）

の責任を一定の場合に限定する条文（3条等、法律の略称は

ここから来ています。）と、被侵害者がプロバイダに対して発信

者の情報を開示するように定める条文（5条等）で成り立ってい

ます。

今回の改正は、もっぱら後者の発信者情報開示に関するも

のであり、大きく、①発信者情報開示のための新たな手続の創

設と、②開示請求の対象となる情報の範囲の見直しを含んで

います。いずれも、被侵害者の権利行使を行いやすくする改正

です。

本稿では、特に①の新たな手続の点について解説します。ま

ず、前提としてプロバイダ責任制限法5条は、被侵害者が、プロ

バイダに対して侵害情報の発信者を開示するように求める実

体的な請求権を与えています。これは旧法でも新法でも変わり

がありません。したがって、被侵害者はプロバイダに対して、裁

判所の手続を経ることなく開示請求をすることもできるのです

が、これに応じるプロバイダは多くないとされています（総務省

「発信者情報開示の在り方に関する研究会 最終とりまとめ」

（2020年））。プロバイダが発信者を開示しない場合、旧法では

訴訟手続をとることになります。その際、被侵害者は、一般的

に、①まずコンテンツプロバイダに対して、発信者情報開示仮

処分を申立て、発信者がコンテンツプロバイダに対してアクセ

スする際のIPアドレス等の開示を受け、②その情報をもとに特

定した経由プロバイダに対して、発信者情報開示請求訴訟を

提起して発信者の氏名住所等を特定し、さらに、③開示された

氏名住所等を用いて、当該発信者に損害賠償請求訴訟を提

起する、という3段階の手続を経る必要がありました（図１）。

本判決は、この3段階のうちの2段階目、すなわち、被侵害者

が経由プロバイダに対して行った発信者情報開示請求訴訟で

す。したがって、原告は、実際に権利を実現するためには、本判

決の結果開示された発信者の氏名住所等を用いて、さらに損

害賠償請求等をする必要があります。

改正法では、上記の手続を残しつつ、新たな手続が創設さ

れました。それが発信者情報開示命令（8条）の制度です。この

制度は、訴訟ではなく非訟と呼ばれる手続であり、開示命令、

提供命令、消去禁止命令という3つの命令を組み合わせること

で、改正前よりも簡易に被侵害者の権利を実現できるように工

夫されています（図１）。

改正法における具体的な非訟手続の流れは図2の通りで

す。被侵害者は、まずコンテンツプロバイダに対して開示命令

判 例

を申し立てます。この時、提供命令（15条）を同時に申し立てる

ことができます。裁判所が提供命令を認めた場合には、コンテ

ンツプロバイダは、被侵害者にコンテンツプロバイダの名称等

を開示します。被侵害者は、開示された名称等をもとに、経由プ

ロバイダに対して開示命令（8条）を申し立てます。この経由プ

ロバイダに対する開示命令は、コンテンツプロバイダに対する

開示命令と併合して審理されます。さらに、被侵害者が、経由

プロバイダに対して開示命令を申し立てると、提供命令を受け

たコンテンツプロバイダは、経由プロバイダに対して、被侵害者

には秘密のまま発信者の情報を提供します。これによって、経

由プロバイダは誰の情報が問題となっているかを知ることがで

きます。他方で、被侵害者は、経由プロバイダに対して、消去禁

止命令（16条）を申し立てることによって、アクセスログが消さ

れることを防止することができます。最終的に開示命令が認め

られれば、被侵害者は、コンテンツプロバイダ及び経由プロバ

イダの両方から発信者情報の提供を受け、これに基づき発信

者に損害賠償請求訴訟等を提起することができます。

このように、旧法では権利実現までに3段階の裁判手続が必

要であったものが、新法では非訟と訴訟の2段階で権利が実

現できることから、権利救済が進むことが期待されています。
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